
第2回

講師： 高頭 晃紀

（日本ケアコミュニケーションズ チーフコンサルタント）

（ 令和 3年 1月 1 8日介護給付費分科会より ）

基本報酬と加算、運営基準改定のポイント

ココがこうなる！

令和3年度介護報酬改定

【通所介護編】



⚫ 基本報酬は、それなりのプラス

⚫ しかし、従来の入浴加算が１０単位下がるので、何もしなければ減
収

⚫ 入浴加算Ⅱをとりたい（５５単位）

⚫ 科学的介護推進体制加算（月40単位）はできれば取りたい

⚫ ADL等維持加算も狙いたいが・・ ・

⚫ 注意点は、限度額管理の変更による影響があるか？

ココがポイント



① １（ １ ）①感染症対策の強化★

② １（ １ ）②業務継続に向けた取組の強化★

③ ３（２ ）①CHASE ・V IS I T情報の収集・活用とPDCAサイクルの推進★

④ ４（ １ ）⑥人員配置基準における両立支援への配慮★

⑤ ４（ １ ）⑦ハラスメント対策の強化★

⑥ ４（２ ）④会議や多職種連携における I CTの活用★

⑦ ４（３ ）①利用者への説明・同意等に係る見直し★

⑧ ４（３ ）②員数の記載や変更届出の明確化★

⑨ ４（３ ）③記録の保存等に係る見直し★

⑩ ４（３ ）④運営規程等の掲示に係る見直し★

⑪ ６②高齢者虐待防止の推進★

⑫ ６④地域区分★

全サービス共通 （ 項 番 は 「 令 和 ３ 年 度 介 護 報 酬 改 定 に お け る 改 定 事 項 に つ い て 」 よ り ）



○ 通所介護・地域密着型通所介護基本報酬

○ 新型コロナウイルス感染症に対応するための特例的な評価

① １ （ １ ）③災害への地域と連携した対応の強化

② １ （ １ ）④通所介護等の事業所規模別の報酬等に関する対応

③ ２ （ １ ）①認知症専門ケア加算等の見直し

④ ２（ １ ）②認知症に係る取組の情報公表の推進

⑤ ２（ １ ）④認知症介護基礎研修の受講の義務づけ

⑥ ２ （４ ）①訪問介護における通院等乗降介助の見直し

⑦ ２（４ ）⑥通所介護における地域等との連携の強化（通所介護のみ）

⑧ ２ （７ ）⑤特例居宅介護サービス費による地域の実情に応じたサービス提供の確保

⑨ ３ （ １ ）①リハビリテーション・機能訓練、口腔、栄養の取組の一体的な推進

⑩ ３ （ １ ）⑦リハビリテーション計画書と個別機能訓練計画書の書式の見直し

⑪ ３（ １ ）⑧生活機能向上連携加算の見直し

改定事項 （ 項 番 は 「 令 和 ３ 年 度 介 護 報 酬 改 定 に お け る 改 定 事 項 に つ い て 」 よ り ）



⑫ ３（ １ ）⑨通所介護における個別機能訓練加算の見直し

⑬ ３（ １ ）⑩通所介護等の入浴介助加算の見直し

⑭ ３（ １ ）⑰通所系サービス等における口腔機能向上の取組の充実

⑮ ３（ １ ）⑱通所系サービス等における栄養ケア・マネジメントの充実

⑯ ３（２ ）④ADL維持等加算の見直し

⑰ ４（ １ ）①処遇改善加算の職場環境等要件の見直し

⑱ ４（ １ ）②介護職員等特定処遇改善加算の見直し

⑲ ４（ １ ）③サービス提供体制強化加算の見直し

⑳ ５（ １ ）①同一建物減算適用時等の区分支給限度基準額の計算方法の適正化

㉑ ５（ １ ）⑩介護職員処遇改善加算（Ⅳ）及び（Ⅴ）の廃止

㉒ ５（ １ ）⑫サービス付き高齢者向け住宅等における適正なサービス

提供の確保（通所介護のみ）

改定事項 （ 項 番 は 「 令 和 ３ 年 度 介 護 報 酬 改 定 に お け る 改 定 事 項 に つ い て 」 よ り ）



◆思ったよりプラスでし
た。

基本報酬



⚫ 大規模型の報酬区分決定
の際の考慮

⚫ 利用者数減少時の３％加
算

１ ． ④ 通所介護等の事業所規模別の報酬等に関する対応



◼ 地域住民又はその自発的
な活動等との連携及び協
力を行う等の地域との交
流に努めなければならな
い。

◼ 努力義務だが 、なにか証跡が必要

◼ 自己点検項目となるはず

２ ． （ ４ ） ⑥ 通所介護における地域等との連携の強化



① リハビリテーション・機能訓練、口腔、栄養の取組の一体的な
推進

⑦ リハビリテーション計画書と個別機能訓練計画書の書式の見
直し

⑧ 生活機能向上連携加算の見直し

⑨ 通所介護における個別機能訓練加算の見直し

⑩ 通所介護等の入浴介助加算の見直し

⑪ 通所リハビリテーションの入浴介助加算の見直し

⑯ 多職種連携における管理栄養士の関与の強化

⑰ 通所系サービス等における口腔機能向上の取組の充実

⑱ 通所系サービス等における栄養ケア・マネジメントの充実

３ ． （ １ ） リ ハ ビ リ テ ー シ ョ ン ・ 機 能 訓 練 、 口 腔 、 栄 養 の 取 組 の 連 携 ・ 強 化



⚫ 専門職の必要に応じた参
加

⚫ 各実施計画の書式の一元
化

３ ． （ １ ） ① リ ハ ビ リ テ ー シ ョ ン ・ 機 能 訓 練 、 口 腔 、 栄 養 の 取 組 の 一 体 的 な 推 進



⚫ 個別機能訓練計画の様式
の提示

３ ． （ １ ） ⑦ リ ハ ビ リ テ ー シ ョ ン 計 画 書 と 個 別 機 能 訓 練 計 画 書 の 書 式 の 見 直 し



○ 生活機能向上連携加算について、算定率が低い状況を踏まえ、その目的で
ある外部のリハビリテーション専門職等との連携による自立支援・重度化防
止に資する介護の推進を図る観点から、以下の見直し及び対応を行う。

ア 通所系サービス、 短 期 入 所 系 サ ー ビ ス 、 居 住 系 サ ー ビ ス 、 施 設 サ ー ビ スにおける生活機能向上
連携加算について、訪問介護等における同加算と同様に、 ICTの活用等によ
り、外部のリハビリテーション専門職等が当該サービス事業所を訪問せずに、
利用者の状態を適切に把握し助言した場合について評価する区分を新たに
設ける。【告示改正】

３ ． （ １ ）⑧ 生活機能向上連携加算の見直し①



とりやすくはなったが・・ ・

３ ． （ １ ）⑧ 生活機能向上連携加算の見直し②



⚫ 5人以下に対して、指導員
が直接実施すると56単位

⚫ 加えて、指導員が一日いる
と、８５単位

⚫ L I FEデータ提出とフィー
ドバックの活用で、さらに
20単位

（それぞれ上乗せ）

３ ． （ １ ） ⑨ 通所介護における個別機能訓練加算の見直し



⚫ 40単位→現行が下がった

⚫ 55単位→医師等が利用者
宅の浴室を見て、ケアマネ
等に助言して、機能訓練指
導員が個別入浴計画が作
成して、個別入浴が行われ
た

⚫ 医師等に看護師が入るか？

３ ． （ １ ）⑩ 通所介護等の入浴介助加算の見直し



⚫ 口腔・栄養スクリーニング
加算Ⅰ→スタッフなら誰
でもよい！

⚫ 口腔・栄養スクリーニング
加算Ⅱ→栄養改善加算な
どを算定している場合に
追加的にとれる

３ ． （ １ ） ⑰ 通 所 系 サ ー ビ ス 等 に お け る 口 腔 機 能 向 上 の 取 組 の 充 実



⚫ 併設デイで、本体の管理栄養
士が余っていれば、こちらを
算定すべき

３ ． （ １ ） ⑱ 通 所 系 サ ー ビ ス 等 に お け る 栄 養 ケ ア ・ マ ネ ジ メ ン ト の 充 実



① CHASE ・VIS IT情報の収集・活用とPDCAサイクルの推進

④ ADL維持等加算の見直し

３ ． （ ２ ） 介 護 サ ー ビ ス の質の評価 と科学的介護の取組の推進



⚫ 加算で評価されるもの
と、活用の推奨レベル
がある

３ ． （ ２ ） ① C H A S E ・ V I S I T 情 報 の 収 集 ・ 活 用 と P D C A サ イ ク ル の 推 進 ①



⚫ 入所者 ・利用者ごとの 、 A D L値 、栄
養状態 、口腔機能 、認知症の状況そ
の他の入所者の心身の状況等に係る
基本的な情報 （科学的介護推進体制
加算 （Ⅱ ）では 、加えて疾病の状況や
服薬情報等の情報 ）を 、厚生労働省
に提出していること 。

⚫ 必要に応じてサービス計画を見直す
など 、サービスの提供に当たって 、
上記の情報その他サービスを適切か
つ有効に提供するために必要な情報
を活用していること 。

３ ． （ ２ ） ① C H A S E ・ V I S I T 情 報 の 収 集 ・ 活 用 と P D C A サ イ ク ル の 推 進 ②



⚫ 入所者・利用者ごとの、

✓ ADL値、

✓ 栄養状態、

✓ 口腔機能、

✓ 認知症の状況その他の入所者の心身の状況等に係る基本的な情報

を、厚生労働省に提出していること。

⚫ 必要に応じてサービス計画を見直すなど、サービスの提供に当たって、上記の情報
その他サービスを適切かつ有効に提供するために必要な情報を活用していること。

⚫ 上記を満たすと月40単位

３ ． （ ２ ） ① C H A S E ・ V I S I T 情 報 の 収 集 ・ 活 用 と P D C A サ イ ク ル の 推 進 ②



３． （２ ）④ ADL維持等加算の見直し①



○ 以下の要件を満たすこと

イ 利用者等 (当該施設等の評価対象利用期間が６月を超える者）の総数が 1 0人以上であること。

ロ 利用者等全員について、利用開始月と、当該月の翌月から起算して６月目（６月目にサービ
スの利用がない場合はサービスの利用があった最終月 ）において、 B A R T H E L  I N D E Xを適切に
評価できる者が A D L値を測定し、測定した日が属する月ごとに厚生労働省に提出していること。

ハ 利用開始月の翌月から起算して６月目の月に測定したＡＤ Ｌ値から利用開始月に測定したＡ
Ｄ Ｌ値を控除し、初月の A D L値や要介護認定の状況等に応じた値を加えて得た値 （調整済ＡＤ Ｌ利

得 ）について、利用者等から調整済ＡＤ Ｌ利得の上位及び下位それぞれ１割の者を除いた者を評価
対象利用者等とし、評価対象利用者等の調整済ＡＤＬ利得を平均して得た値が１以上であること。

＜ A D L維持等加算 ( Ⅱ )  ＞

○ A D L維持等加算 ( Ⅰ )のイとロの要件を満たすこと。

○ 評価対象利用者等の調整済ＡＤＬ利得を平均して得た値が２以上であること。

３． （２ ）④ ADL維持等加算の見直し②



新たな最上位区分→ 2 2単位

以下のいずれかに該当すること。

①介護福祉士 7 0 %以上

②勤続 1 0年以上介護福祉士 2 5

％以上

４ ． （ １ ）③ サービス提供体制強化加算の見直し



＜同一建物減算等＞

・通所系サービス 、多機能系サービスの
同一建物減算等の適用を受ける利用者
の区分支給限度基準額の管理について
は 、当該減算を受ける者と受けない者
との公平性の観点から 、減算の適用前
（ 同一建物に居住する者以外の者に対
して行う場合 ）の単位数を用いることと
する 。

＜規模別の基本報酬＞

・ 通所介護 、通所リハビリテーションの 、
大規模型を利用する者の区分支給限度
基準額の管理については 、通常規模型
を利用する者との公平性の観点から 、
通常規模型の単位数を用いることとす
る 。

５ ． （ １ ） ① 同一建物減算適用時等の区分支給限度基準額の

計算方法の適正化

実際は給付管理ソフトが行いますが、
現時点で、限度額近くやオーバーしている

利用者には、考慮が必要



⚫ 基本報酬は、それなりのプラス

⚫ しかし、従来の入浴加算が１０単位下がるので、何もしなければ減
収

⚫ 入浴加算Ⅱをとりたい（５５単位）

⚫ 科学的介護推進体制加算（月40単位）はできれば取りたい

⚫ ADL等維持加算も狙いたいが・・ ・

⚫ 注意点は、限度額管理の変更による影響があるか？

ココがポイント



ご視聴ありがとうございました！


